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2025年３月７日 

 

株式交換に係る事前開示事項 

(会社法第 794条第１項及び会社法施行規則第 193条に定める書面) 

 

奈良県大和郡山市北郡山町 106番地 

ＤＭＧ森精機株式会社 

代表取締役社長 森 雅彦 

 

 ＤＭＧ森精機株式会社(以下「当社」といいます。)は、宮脇機械プラント株式会社(以

下「宮脇機械プラント」といいます。)との間で、別紙１のとおり、2025 年３月 28 日を効

力発生日として、当社を株式交換完全親会社、宮脇機械プラントを株式交換完全子会社と

する株式交換(以下「本株式交換」といいます。)を行うことを決定いたしました。 

 本株式交換に関し、会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 193 条に定める事項は

以下のとおりです。 

 

１. 株式交換契約の内容(会社法第 794条第１項) 

 

 別紙１のとおりです。 

 

２. 交換対価の相当性に関する事項(会社法施行規則第 193条第１号) 

 

 会社法第 768 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関

する事項は、別紙２のとおりです。 

 

３. 本株式交換に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項(会社法施行規則第 193条第

２号) 

 

 該当事項はありません。 

 

４. 宮脇機械プラントに関する事項(会社法施行規則第 193条第３号) 

 

(１) 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

 別紙３のとおりです。 

 

(２) 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等があるときは当該
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臨時計算書類等の内容 

 

 該当事項はありません。 

 

(３) 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会

社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

 別紙４のとおりです。 

 

５. 当社に関する事項(会社法施行規則第 193条第４号) 

 

 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社

財産の状況に重要な影響を与える事象の内容は、別紙５のとおりです。 

 

６. 本株式交換が効力を生じる日以後における株式交換完全親会社の債務の履行の見込み

に関する事項(会社法施行規則第 193条第５号) 

 

 会社法第 799 条第１項の規定により本株式交換について異議を述べることができる

債権者はおりませんので、該当事項はありません。 

 

以 上 

 



 

 

別紙１ 株式交換契約 

 
次ページ以降をご参照下さい。 
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株式交換契約書 
 
 DMG森精機株式会社（以下「甲」という。）及び宮脇機械プラント株式会社（以下「乙」

という。）は、2025 年 2月 28 日付で、以下のとおり、株式交換契約（以下「本契約」とい

う。）を締結する。 

 
第 1 条 （株式交換） 

 甲及び乙は、本契約の定めるところに従い、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完

全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」という。）を行い、甲は、本株式交換によ

り、乙の発行済株式（但し、甲の有する乙の株式を除く。）の全部を取得する。 

 
第 2 条 （株式交換完全親会社及び株式交換完全子会社の商号及び住所） 

 甲及び乙の商号及び住所は、以下のとおりである。 

 (1) 甲（株式交換完全親会社） 

商号：DMG 森精機株式会社 

住所：奈良県大和郡山市北郡山町 106 番地 

 (2) 乙（株式交換完全子会社） 

商号：宮脇機械プラント株式会社 

住所：兵庫県明石市北王子町 2 番 26 号 

 
第 3 条 （本株式交換に際して交付する株式及びその割当て） 

1.  甲は、本株式交換に際して、本株式交換により甲が乙の発行済株式の全部を取得す

る時点の直前時点（以下「基準時」という。）の乙の普通株式の株主（但し、甲を除

く。）に対し、乙の普通株式に代わり、その保有する乙の普通株式数の合計に 8 を乗

じて得た数の甲の普通株式を交付する。 

2.  第 6 条に基づき、本株式交換に際して、甲が基準時の乙の A 種類株式の全てを保有

するため、甲が本株式交換に際して、甲の株式その他の財産を交付すべき乙の A 種類

株式は存在せず、甲は、本株式交換に際して、乙の A 種類株式に代えて甲の株式その

他の財産を交付しない。 

3.  甲は、本株式交換に際して、基準時の乙の普通株式の株主（但し、甲を除く。）に

対し、その保有する乙の普通株式 1 株につき甲の普通株式 8 株の割合をもって割り当

てる。 

4.  本条第 1 項及び第 3 項の規定に従い甲が各株主に対して割り当てるべき甲の普通株

式の数に 1 株に満たない端数があるときは、甲は会社法第 234 条その他の関連法令の

規定に従い処理する。 
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第 4 条 （甲の資本金及び準備金の額） 

 本株式交換により増加する甲の資本金、資本準備金及び利益準備金の額は、会社計算規

則第 39 条の規定に従い甲が別途適当に定める。 

 
第 5 条 （効力発生日） 

 本株式交換が効力を生ずる日（以下「本効力発生日」という。）は、2025 年 3 月 28 日と

する。但し、本株式交換に係る手続進行上の必要性その他の事由により必要があるときは、

甲乙協議し合意の上、これを変更することができる。 

 
第 6 条 （効力発生の条件） 

 本株式交換は、基準時において甲が乙の発行済みの A 種類株式の全部を保有しているこ

とを条件として、その効力を生ずるものとする。 

 
第 7 条 （株式交換契約承認株主総会） 

1.  甲は、会社法第 796 条第 2 項の規定により、本契約について会社法第 795 条第 1 項

に定める株主総会の承認を得ないで本株式交換を行う。但し、会社法第 796 条第 3 項

の規定により、本契約につき株主総会の決議による承認が必要となった場合、甲は、

本効力発生日の前日までに、本契約の承認及び本株式交換に必要な事項に関する株主

総会の決議を求める。 

2.  乙は、本効力発生日の前日までに、本契約を承認する株主総会の決議を求める。 

 
第 8 条 （会社財産の管理） 

 甲及び乙は、本契約締結の日から本効力発生日に至るまでの間、それぞれ善良なる管理

者の注意をもって業務執行並びに財産の管理及び運用を行い、その財産若しくは権利義務

に重大な影響を及ぼす行為又は本株式交換の実行若しくは株式交換比率に重大な影響を及

ぼす行為を行おうとする場合については、あらかじめ甲乙協議し合意の上、これを行う。 

 
第 9 条 （株式交換条件の変更及び本契約の解除） 

 本契約締結の日から本効力発生日に至るまでの間において、①天災地変その他の事由に

より、甲又は乙の株価、財務状態又は経営状態に重大な変動が生じた場合、②本効力発生

日までに第 6 条に定める条件が成就しないことが確実になった場合、③本株式交換の実行

に重大な支障をきたす事態が生じ又は判明した場合、その他本契約の目的の達成が困難と

なった場合は、甲乙協議し合意の上、本株式交換の条件その他本契約の内容を変更し、又

は本契約を解除することができる。 

 
第 10 条 （本契約の効力） 

 本契約は、①甲において会社法第 796 条第 3 項の規定により本契約に関して株主総会の
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承認が必要となったにもかかわらず、本効力発生日の前日までに甲の株主総会において本

契約の承認及び本株式交換に必要なその他の事項に関する決議が得られなかったとき、②

乙の株主総会において本契約の承認及び本株式交換に必要なその他の事項に関する決議が

得られなかったとき、③法令等に定められた本株式交換を実行するために本効力発生日に

先立って必要な関係官庁等の承認等が得られず、若しくは必要な手続が完了しなかったと

き、④乙の財政状態、経営成績、キャッシュフロー、事業、資産、負債に重大な悪影響を

生じさせる事由又は財務予測の重大な変更が生じたとき、⑤本効力発生日までに第 6 条に

定める条件が成就しなかったとき、又は、⑥本株式交換の実行に重大な支障をきたす事態

が生じたときには、その効力を失う。 

 
第 11 条 （裁判管轄） 

 本契約の履行及び解釈に関し紛争が生じた場合は、東京地方裁判所を第一審の専属的合

意管轄裁判所とする。 

 
第 12 条 （協議事項） 

 本契約に記載のない事項又は本契約の内容に疑義が生じた場合は、甲及び乙は誠実に協

議し、その解決を図る。 

 
（以下余白） 







 

 

別紙２ 交換対価の相当性に関する事項 

 

１. 株式交換に際して交付する株式の数及びその割当の相当性に関する事項 

 

(１) 本株式交換に係る割当ての内容 

 
当社 

（株式交換完全親会社） 

宮脇機械プラント 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換 

に係る割当比率 
１ ８ 

本株式交換 

により交付する株式数 
当社の普通株式 370,344株 

（注１）宮脇機械プラントの普通株式１株に対して、当社の普通株式８株を割当

て交付します。 

（注２）本株式交換の効力発生日の直前時点において、株式交換完全親会社とな

る当社が本株式取得により A種類株式の全てを保有し、当社の株式その他の財

産を交付すべき宮脇機械プラントの A種類株式は存在しないこととなる予定で

す。そのため、本株式交換に際して、A 種類株式に対しては、当社の普通株式

その他の財産を交付しません。 

（注３）当社は、本株式交換に際して、当社の普通株式 370,344株を割当交付する

予定です。当社が交付する株式については、新規の株式発行を行う予定で

す。 

 

(２) 本株式交換に係る割当ての内容の根拠等 

① 割当ての内容の根拠及び理由 

当社は、上記(１)「本株式交換に係る割当ての内容」に記載の株式交換比率

（以下、「本株式交換比率」といいます。）の算定にあたって、公平性・妥当性

を確保するため、当社及び宮脇機械プラントから独立した第三者算定機関である

東京共同会計事務所に宮脇機械プラントの株式価値の算定を依頼することとしま

した。当社は、東京共同会計事務所から提出を受けた株式価値の算定結果を参考

に、宮脇機械プラントに対して実施したデューディリジェンスの結果等も踏まえ

て宮脇機械プラントの財務状況、将来の見通し等を総合的に検討した結果、宮脇

機械プラントの評価額が妥当であると判断しました。また、当社は、下記

②.(ii)「算定の概要」に記載のとおり、市場株価法を用いて当社株式の算定を

実施しております。当社は、東京共同会計事務所から提出を受けた株式価値の算

定結果及び当社による当社株式価値の算定結果を参考に、宮脇機械プラントと、

両社の財務状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案した上で、両社間で株式

交換比率について慎重に協議・検討を重ねてきました。その結果、本株式交換比

率はそれぞれの株主の皆様にとって妥当であり、株主の皆様の利益を損ねるもの



 

 

ではないとの判断に至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うことと

しました。なお、本株式交換比率は、その前提となる諸条件について重大な変更

が生じた場合、当事会社間での協議により変更されることがあります。 

 

② 算定に関する事項 

(i) 算定機関の名称並びに上場会社及び相手会社との関係 

当社の第三者算定機関である東京共同会計事務所は、当社及び宮脇機械プラン

トの関連当事者に該当せず、当社及び宮脇機械プラントとの間で重要な利害関係

を有しません。 

 

(ii) 算定の概要 

東京共同会計事務所は、宮脇機械プラントの事業計画における将来の事業活動

の状況を算定に反映するため、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以

下、「DCF 法」といいます。）を採用しました。なお、類似上場会社比較法は、

宮脇機械プラントについて比較可能な類似の事業を営む上場会社が複数存在する

ものの、選定された類似上場会社の EV/EBITDA 倍率の範囲が比較的広く合理的な

算定方法にならない可能性があるため、市場株価法は、宮脇機械プラントが非上

場会社であるため、いずれも採用されておりません。 

DCF 法では、東京共同会計事務所が当社より開示を受けた事業計画に基づき、

算定基準日である 2024年 11月 25日以降に宮脇機械プラントが創出すると見込ま

れるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引くことに

よって株式価値を算出しています。 

これにより算定された宮脇機械プラントの普通株式の１株当たりの株式価値の

評価レンジは以下の通りです。 

 

算定方法 算定結果 

DCF法 19,285 円～20,724円 

 

当社は、当社が東京証券取引所プライム市場に上場しており、市場株価が存在

していることから、当社の普通株式について市場株価法を用いて算定を行いまし

た。市場株価法による算定に際しては、当社の実態及び業績を反映した合理性の

ある市場株価を採用する必要があるところ、取引価格を売買高で加重平均するこ

とにより、取引実態に一層近い平均的な約定価格と考えられる出来高加重平均株

価を採用すべきと判断するに至りました。そこで、当社は、本株式交換の実施に

係る当社取締役会の前日までの１ヶ月間（2025 年１月 28 日から 2025 年２月 27

日まで）の出来高加重平均株価である 2512.42 円、及び、３ヶ月間（2024 年 11

月 28日から 2025年２月 27日まで）の出来高加重平均株価である 2489.37円を参



 

 

照しました。上記の宮脇機械プラントの普通株式の１株当たりの株式価値の評価

レンジを踏まえ、 当社株式の１株当たりの株式価値を１とした場合における、

当該１ヶ月間の出来高加重平均株価である 2512.42 円を前提に当社が算定した本

株式交換に係る株式交換比率の評価レンジは 7.68 から 8.25 となり、当該３ヶ月

間の出来高加重平均株価である 2489.37 円を前提にした場合の評価レンジは 7.75

から 8.32となります。このように、本株式交換比率は、いずれの評価レンジにつ

いて見ても、その範囲内となります。なお、本株式交換の実施に係る当社取締役

会の前日の終値は 2,767.5 円となっており、これを前提にした場合の評価レンジ

は 6.97 から 7.49 となりますが、当社は、上記のとおり、一時点の株価ではな

く、過去の一定期間における出来高加重平均株価を参照することが合理的な評価

手法であると考えています。これらを踏まえて、上記①「割当の内容の根拠及び

理由」に記載の通り、両社協議のうえ、本株式交換比率を決定するに至りまし

た。 

 

２. 交換対価として当社の株式を選択した理由 

 

 当社及び宮脇機械プラントは、本株式交換の対価として、株式交換完全親会社であ

る当社の普通株式を選択しました。 

 当社の普通株式は、東京証券取引所プライム市場に上場されており、本株式交換後

も同市場において取引機会が確保されていること、また、宮脇機械プラントの株主が

本株式交換に伴うシナジーを享受することが期待できることから、上記の選択は適切

であると判断しております。加えて、本株式交換により当社が取得することとなる宮

脇機械プラントの普通株式は、その大部分が宮脇機械プラントの従業員により保有さ

れているため、本株式交換後も勤務を継続する宮脇機械プラントの従業員との間で、

当社の連結業績向上に対するインセンティブの共有を通じて、本株式交換に係る取引

の目的、延いては当社グループ全体の企業価値の向上を実現できるように、当社の普

通株式を本株式交換における対価として割り当てることとしました。 

 

３. 株式交換完全子会社の株主の利益を害さないように留意した事項 

 

(１) 公正性を担保するための措置 

当社は、リーガルアドバイザーとして西村あさひ法律事務所・外国法共同事

業を選任し、同事務所より、本株式交換の諸手続を含む取締役会の意思決定の

方法・過程等について、法的助言を受けております。また、当社は、当社及び

宮脇機械プラントから独立した第三者算定機関である東京共同会計事務所を選

定し、株式交換比率に関する算定書を取得いたしました。算定書の概要につい

ては、上記１.(２).②.(ii)「算定の概要」をご参照ください。 



 

 

なお、当社及び宮脇機械プラントは、第三者算定機関より、合意された本株

式交換比率がそれぞれの株主の皆様にとって財務的見地より妥当である旨の意

見書（いわゆるフェアネス・オピニオン）は取得しておりません。 

 

(２) 利益相反を回避するための措置 

 当社及び宮脇機械プラントは、本株式交換を行うことを決議した 2025 年２月

28日現在において、相互に役員を派遣する等の人的関係はなく、また、当社及び

宮脇機械プラントの株主との間においても人的関係はありません。そのため、当

社及び宮脇機械プラント、並びに当社及び宮脇機械プラントの株主との間におい

て特段の利益相反関係は生じないことから、特別な措置は講じておりません。 

 

４. 株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額に関する事項 

 

 本株式交換により増加する当社の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第 39条の

規定に従い当社が別途適当に定める額とします。この取扱いは、法令及び当社の資本

政策に鑑み、相当であると判断しております。 

 



 

 

別紙３ 宮脇機械プラントの最終事業年度に係る計算書類等 

 

次ページ以降をご参照下さい。 

  















58 期事業報告書 
宮脇機械プラント㈱ 

初めに 
日本工作機械工業会が発表した 2023 年度の工作機械受注総額は 3 年ぶりの減

少。3 年ぶりの 1 兆 5 千億割れで、過去 8 番目 前年に比べ水準は一段下がりま

した。内需は前年度比－21.3％減の 4,575.2 億円と 3 年ぶりの 5 千億割れ。主要 4
業種は、航空・造船・輸送用機械のみ前年度比増加一般機械と自動車は 3 年ぶり

の減少、電気・精密は 2 年連続減少となりました。外需は前年度比－11.4％減。4
年ぶりの減少主要 3 極はすべて前年度比減少となりました。アジアはインド好調

も中国が減速し、3 年ぶりの 5 千億割れ欧州は横ばい北米向けは堅調でした。ウ

クライナの戦争の長期化、イスラエルの戦争などグローバルに逆行する状況が続

いています。コロナの 5 類分類により人の動きが戻りました。空前の円安による

インバンド効果もありました。 
当社状況 

当社の指標は内需総額の 1％以上を受注するのを目標にしております。58 期当

社受注総額は 5,296 百万となり内需総額の 1.15％になりました。 
期初前半は大型案件の受注が獲得出来ましたが受注件数は減少しました。昨年 10
月以降は、受注実績は過去当社実績から見ても經驗したことがない、厳しい状況

となりました。残念ながらこの傾向は今後も続くと予想されます。新しいいビシ

ネスチャンスを創造していく対策が必要と痛切に感じております。 
決算の報告 

当社の今期売上は 5,513 百万と前年比－115 百万減少しました。大型案件（納

期 1 年超）が多く今期売上げに繋がりませんでした。営業利益は 178 百万と前期

比 49 百万増となりました。一般販売管理費を前年比較すると人件費・社員研修海

外視察費用が増加しました。どちらも将来に向けた人材投資であり商社にとって

の前向きの費用と考えます。 
来期の展望 

59 期の予想としては、ウクライナ・イスラエル戦争の長期化・資源価格の高

騰・補助金案件の一巡・円安水準の長期化・工作機械販売価格の値上げなどが予

想され昨年同様良い材料がありません。昨年後半以来案件獲得の件数も減少して

います。顧客の要望に合わせた提案により従来当社で取り扱っていない商品も含

め商売の多様化を図れるように進化していく必要を感じております。国内が主力

でしたが海外も視野に入れビシネスチャンスを広げていく事に注力いたします。 
 





 

 

別紙４ 宮脇機械プラントの最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債

務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

１. 本株式交換契約の締結 

 宮脇機械プラントは、2025 年２月 28 日付の取締役会において、当社との間で、当

社を株式交換完全親会社とし、宮脇機械プラントを株式交換完全子会社とする本株式

交換を行うことに関し、決議のうえ、株式交換契約を締結しました。本株式交換は、

2025 年３月 24 日に開催予定の宮脇機械プラントの臨時株主総会、普通株主による種

類株主総会及び A 種類株主による種類株主総会の各決議による承認を得たうえで、

2025年３月 28日を効力発生日として行う予定です。 

 

２. 剰余金の配当 

 宮脇機械プラントは、2024 年３月 25 日を基準日とする剰余金の配当について第 58

期事業年度に係る定時株主総会に付議することを決議し、同年６月 11日、同定時株主

総会において当該剰余金配当議案が承認可決されたため、2024 年６月 14 日を効力発

生日として、総額 5,771,650円(普通株式１株当たりの配当金：50円０銭、A種類株式

１株当たりの配当金：60円０銭)の配当を実施しました。 

 

３. 自己株式の消却 

 宮脇機械プラントは、2025 年１月 15 日付で、同社が保有する自己株式の全部であ

る普通株式 4,567 株を消却しました。 

 

４. 退職金の支払い等 

 宮脇機械プラントは、2025 年３月期に、退職金として 81,120,000 円を支払ってお

ります。また、退職給付引当金繰入れ及び役員退職給付引当金繰入れとして計

269,512,000円を計上しています。 

  



 

 

別紙５ 当社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その

他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

１. 本株式交換契約の締結 

 当社は、2025 年２月 28 日付の取締役会において、宮脇機械プラントとの間で、当

社を株式交換完全親会社とし、宮脇機械プラントを株式交換完全子会社とする本株式

交換を行うことに関し、決議のうえ、本株式交換契約を締結しました。本株式交換契

約の内容は、別紙１のとおりです。 
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